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岡本 泰彦 社長 

ライク株式会社（2462） 

 

 

企業情報 

市場 東証 1 部 

業種 サービス業 

代表取締役社長 岡本 泰彦 

所在地 東京都渋谷区道玄坂一丁目 12 番 1 号 渋谷マークシティ ウェスト 17 階 

決算月 5 月末日 

ＨＰ https://www.like-gr.co.jp/ 

 

株式情報 

株価 発行済株式数（自己株式を控除） 時価総額 ROE（実） 売買単位 

1,801 円 19,121,303 株 34,437 百万円 29.6% 100 株 

DPS（予） 配当利回り（予） EPS（予） PER（予） BPS（実） PBR(実) 

52.00 円 2.9% 172.66 円 10.4 倍 624.73 円 2.9 倍 

*株価は 2/9 終値。発行済株式数は直近四半期末の発行済株式数から自己株式を控除。 

*ROE・BPS は 21 年 5 月期実績、EPS・DPS は 22 年 5 月期予想、数値は四捨五入。 

 

業績推移 

決算期 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 EPS DPS 

2018 年 5 月(実) 45,663 1,915 3,889 1,532 81.49 29.00 

2019 年 5 月(実) 47,797 1,746 3,753 1,595 84.58 26.00 

2020 年 5 月(実) 51,072 2,000 4,067 1,793 94.41 28.00 

2021 年 5 月(実) 54,274 3,610 5,341 3,262 171.10 50.00 

2022 年 5 月(予) 57,500 3,800 5,500 3,300 172.66 52.00 

* 予想は会社予想。単位：百万円、EPS・DPS は円。当期純利益は親会社株主に帰属する当期純利益（以下、純利益については同様）。 

* 2017 年 9 月、1 株を 2 株に分割。EPS は株式分割を反映。 

 

2022 年 5 月期上期の概要と 2022 年 5 月期の見通しについて、ブリッジレポートにてお伝えします。 
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今回のポイント 

⚫ 22/5 期上期は前年同期比 3.9％増収、3.7％経常減益。子育て支援サービス、総合人材サービス、介護関連サービスがい

ずれも増収。利益面では、前年同期に人材事業において計上された利益率の高い給付金案件の剥落等で売上総利益率

が低下した一方、グループ間連携による本部業務や採用の効率化が進んだことにより人件費・採用教育費が減少し営業

利益は 18.2％増。営業外収益の減少により経常減益となるが、四半期純利益は 22.6％増。 

 

⚫ 通期予想に修正はなく、22/5 期は前期比 5.9％増収、3.0％経常増益を見込む。コロナ禍にあって見通しのつかない不透

明な環境。待機児童・女性活躍・人材不足・雇用創出・介護離職等、同社の運営する事業それぞれがこれらの社会課題と

密接に関連している。その提供価値の質を高め事業を拡大することが、社会課題の解決ひいては持続可能な社会の実現

に寄与するものと同社では確信している。配当についても修正なく、中間配当金として１株当たり 26.00 円、期末配当金と

して１株当たり 26.00 円、年間で前期比 2.00 円増配となる 52.00 円/株を予定している。 

 

⚫ 上期は経常減益だったが、営業利益は 18.2％増と 2 桁増益、過去最高益である。子育て支援サービス事業において認可

保育園をはじめ受託保育・学童・児童館等の全方面で積極的な事業を展開。利益面においては前期までに赤字基盤の精

査が完了、当期は保育園が通常稼働となったが、２Q ではそのコストを吸収し再び増益ペースに戻すなど、グループの業

績を牽引している。なお、認可保育園は 4 月に 11 ヶ所の開設が予定されている。受託保育、学童・児童館は 22/5 期上期

末時点で12ヶ所の受託が決定している。総合人材サービス事業では目先は物流・製造業界が大幅に伸びているが、新型

コロナが収束に向かえば好採算のイベント関連が伸びるだろう。中期的には同社が「第 4 の柱」と位置付けた外国人材の

活用が期待される。来期は新たな認可保育園の収益貢献と、総合人材サービス事業の物流･製造、建設が引き続き伸び

ることが期待される。介護関連サービス事業でも、一時の停滞状態は脱しつつある模様。中期経営計画はレンジによる計

画だが、EPS では 200～250 円程度が想定される。このところ、投資家から SDGｓへの対応について要求が強まっている

が、同社は SDGｓや ESG 投資にはまさに格好の対象。個人投資家に対しても増配だけでなく、株主優待などを通して還元

し好評を得ており、同社株主にとっては「手放しにくい」存在ともいえよう。 

 

１．会社概要 

「…planning the Future ～人を活かし、未来を創造する～」をグループの経営理念として掲げ、ゆりかごからハッピーエンディン

グまで、人生のどの段階においても「なくてはならない企業グループ」を目指して、保育・人材・介護サービスを営んでいる。 

 

（同社資料より）  
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【1-1 沿革】 

1993 年パッケージ旅行の企画事業を目的として設立。現在の主要事業の足掛かりとなったのは 98 年に開始した総合人材サ

ービス事業。05 年にマザーズへ上場、07 年には東証一部へ市場変更。09 年には持株会社体制に移行し、買収を通して保育

サービス、介護サービスへ事業領域を拡大させている。 

 

（同社資料より） 

 

【1-2 事業セグメントとライクグループ】 

事業セグメントは、公的保育施設運営と受託保育の子育て支援サービス事業、人材派遣、業務受託、紹介予定派遣・職業紹介、

及び採用・教育支援等の総合人材サービス事業、介護施設運営の介護関連サービス事業に分かれる。 

 

（同社資料より） 

 

グループは、純粋持株会社である同社の他、連結子会社 5 社及び持分法非適用関連会社 1 社。連結子会社は、ライクキッズ

（株）とその傘下で受託保育事業と公的保育事業（認可保育園等の運営）を手掛けるライクアカデミー（株）、人材派遣や業務受

託、紹介予定派遣・職業紹介等の総合人材サービス事業と携帯電話キャリアショップ運営を手掛けるライクスタッフィング（株）、

物流・製造業界向け人材サービス事業を行うライクワークス（株）、及び介護施設運営のライクケア（株）。この他、ライクスタッフ

ィング（株）が 20％、携帯電話販売代理店最大手の（株）ティーガイア（東証 1 部：3738）が 80％、それぞれ出資する合弁会社（株）

キャリアデザイン・アカデミーが、法人顧客向け研修サービスを提供している。 
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【1-3 中期経営計画】 

昨年 1 月に新たな中期経営計画を策定した。新型コロナウイルス感染症の影響も鑑み、最終年度である 25/5 期の計画をレン

ジで開示した。 

 

中期経営計画を策定する目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大はあらためてグループの提供するサービスが社会から必要とされ、社会課題の解決と密接

に関わっていることを再認識する契機となった。 

 
（同社資料より） 

 

中期経営計画における業績目標 

 

（同社資料より） 

 

＜業績目標におけるポイント＞ 

➢既存事業のオーガニックな成長で達成見込み 

➢保育事業における既存園の充足・新規園開設による業容の伸長 

➢人材事業における物流・製造、介護、建設、外国人材領域の成長 

➢介護事業は新規施設開設及び外国人材領域とのシナジーを発揮 

➢さらにＭ&Ａや事業提携により売上高：1,000 億円超を狙う 

 

中期経営計画達成に向けた施策 

SDGｓへの取組 

➢持続可能な社会実現のため取組を強化 

 
 

（同社資料より） 
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（同社資料より） 

 

DX 推進 

➢まずはデジタル化推進、獲得したデータで新たな事業を創造 

➢特に保育部門では自社アプリを軸にプラットフォームを構築 

 
 

（同社資料より） 
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中期経営計画に向けた施策  M&A 事業提携 

➢保育・介護部門をグループ中心事業へ成長させたノウハウ 

➢自律的な成長だけではなくさらなる業容のアップサイドを狙う 

 

≪保育≫ 

➢認可保育園・学童・児童館・事業所内保育施設等あらゆる側面で営業強化 

➢多数乱立業界を併合する戦略的Ｍ&Ａの実行・デジタル化・働く環境整備等を加速 

 

≪人材≫ 

➢主力モバイル領域を強化しながらも、成長性の高い物流・製造、介護、建設、外国人材領域に注力 

➢特に外国人材領域は第 4 の事業の柱とすべく積極推進 

 

≪介護≫ 

➢介護付き有料老人ホーム（特定施設）を首都圏に年間 3～5 施設開設 

➢人材部門における外国人材領域とのシナジーを最大化（ＯＪＴ施設として利用） 

 

【1-4 株主優待】 

「ライク・プレミアム優待倶楽部」を提供。 

対象・・・毎年 5 月末現在の株主名簿に記載された、同社株式 300 株(3 単元)以上を保有する株主。 

内容・・・毎年 7 月に下表に基づいた株主優待ポイントを贈呈。特設インターネットサイト（https://like.premium-yutaiclub.jp）にお

いて、株主優待ポイントを、食品、電化製品、ギフト、雑貨など 2,000 種類以上の優待商品に交換。 

 
（同社資料より） 

「ライク・プレミアム優待倶楽部」は変更された（21 年 1 月 12 日公表） 

従来から付与ポイントは大幅アップされた。例えば、500 株保有の場合、保有期間 1 年未満で従来の 7,000 ポイントから 12,000

ポイントへ、1 年以上で従来の 7,700 ポイントから 15,000 ポイントへの大幅アップとなっている。 
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２．2022 年 5 月期上期決算 

（１）連結業績 

  21/5 期 上期 構成比 22/5 期 上期 構成比 前年同期比 

売上高 26,132 100.0% 27,158 100.0% +3.9% 

売上総利益 4,277 16.4% 4,152 15.3% -2.9% 

販管費 3,093 11.8% 2,752 10.1% -11.0% 

営業利益 1,183 4.5% 1,399 5.2% +18.2% 

経常利益 1,718 6.6% 1,654 6.1% -3.7% 

親会社株主に帰属

する四半期純利益 
835 3.2% 1,024 3.8% +22.6% 

＊単位：百万円。 

＊数値には（株）インベストメントブリッジが参考値として算出した数値が含まれており、実際の数値と誤差が生じている場合があります（以下同じ）。 

 

前年同期比 3.9％の増収、同 3.7％の経常減益 

売上高は前年同期比 3.9％増の 271 億 58 百万円。子育て支援サービス、総合人材サービス、介護関連サービスがいずれも増

収となった。営業利益は同 18.2％増の 13 億 99 百万円。利益面では、前年同期に人材事業において計上された利益率の高い

給付金案件の剥落と保育園の通常稼働による給食費・水道光熱費等諸コストの増加を主因に原価率は上昇、売上総利益率は

前年同期比 1.1 ポイント低下した。一方、グループ間連携による本部業務や採用の効率化が進んだことによって人件費・採用

教育費が減少、また保育事業会社減資により租税公課が減少し販管費率は 1.7 ポイント低下、営業利益率は前年同期 4.5％か

ら 5.2％へ改善した。経常利益については認可保育園の期中開園有無（前期は上期までに 4 ヶ所開園、今期は期中開園なし）

による営業外収益（設備補助金収入）の減少を理由に前年同期比3.7％減の 16 億54 百万円となった。ライクキッズ完全子会社

化に伴い非支配株主に帰属する四半期純利益はなくなり、親会社株主に帰属する四半期純利益は同 22.6％増の 10 億 24 百

万円となった。 

 

 

（２）セグメント別動向 
 21/5 期 上期 構成比 22/5 期 上期 構成比 前年同期比 

子育て支援サービス 12,156 46.5% 12,731 46.9% +4.7% 

総合人材サービス 10,203 39.0% 10,539 38.8% +3.3% 

介護関連サービス 3,624 13.9% 3,758 13.8% +3.7% 

その他 147 0.6% 128 0.5% -12.9% 

連結売上高 26,132 100.0% 27,158 100.0% +3.9% 

子育て支援サービス 428 26.8% 600 35.6% +40.3% 

総合人材サービス 997 62.3% 842 49.8% -15.5% 

介護関連サービス 160 10.0% 243 14.4% +52.1% 

その他 14 0.9% 3 0.2% -76.9% 

調整額 -416 - -290 - - 

連結営業利益 1,183 100.0% 1,399 100.0% +18.2% 

＊単位：百万円。 

＊その他は報告セグメントに含まれない事業等 

 

子育て支援サービス事業 

売上高 127 億 31 百万円（前年同期比 4.7％増）、営業利益 6 億円（同 40.3％増）。 

認可保育園だけでなく受託保育・学童・児童館等全方面で営業を強化した。1Q の減益要因であった保育園通常稼働によるコ 

スト増の影響も 2Q で吸収し再度増益ペースを取り戻した。 

コロナ禍においても保育ニーズは高水準で推移した。 
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総合人材サービス事業 

売上高 105 億 39 百万円（前年同期比 3.3％増）、営業利益 8 億 42 百万円（同 15.5％減）。 

物流部門を中心とする旺盛な人材需要に応える形で増収を確保した。利益面では、1Q に引き続き感染症拡大の影響で発生し

た一過性の給付金案件が剥落し、減益となった。 

尚、22/5 期上期末の稼働スタッフ数は 9,306 人となり前期末比30.7％の大幅増。物流・製造業界において、51.8％増の 5,647 人

となり、大幅増を牽引した。 

売上高の業界別内訳は表の通り。 

  
➢モバイル・・・第 4 のキャリア参入によるショップ整備が本格化、3Q 以降の稼働開始を見込む 

➢物流・製造・・・大規模物流施設の新規稼働に伴い引き続き業容拡大 

➢建設・・・CAD･BIM オペレーター向け研修を強化、育成型モデルの構築を推進 

➢保育・介護 

・ライクキッズ向け：1 億 30 百万円(前年同期比△6 百万円) 

・ライクケア向け：1 億 5 百万円(前年同期比+0 百万円) 

 

介護関連サービス事業 

売上高 37 億 58 百万円（前年同期比 3.7％増）、営業利益 2 億 43 百万円（同 52.1％増）。 

感染症の拡大による入居控えも一服し、施設見学者数が増加。入居率も徐々に改善している。21 年 3 月開設の新施設も順調
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子育て支援サービスの児童数・施設数の推移

児童数(左軸、人) 施設数(右軸、施設)

同社資料を元にインベストメントブリッジ作成 (年/月)

業界別売上高

（単位：百万円） 売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

モバイル 5,674 55.6% 5,639 53.5% -35 -0.6%

物流・製造 2,229 21.9% 3,018 28.6% 789 35.4%

コールセンター 1,040 10.2% 1,159 11.0% 119 11.4%

保育 169 1.7% 170 1.6% 1 0.8%

介護 120 1.2% 68 0.6% -52 -43.5%

建設 90 0.9% 108 1.0% 18 20.1%

その他 878 8.6% 374 3.6% -504 -57.4%

合計 10,203 100.0% 10,539 100.0% 336 3.3%

同社資料を元にインベストメントブリッジ作成

21/5期 上期 22/5期 上期 前年同期比

総合人材サービス売上高の業界別内訳

(注)分類変更により、モバイルの一部をコールセンターに変更している(前上期3億27百万円)。
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に充足し、3Q にも満床・単月粗利ベースでの黒字化を見込んでいる。 

（３）財政状態 

◎財政状態 
 21 年 5 月 21 年 11 月  21 年 5 月 21 年 11 月 

現預金 9,536 10,451 未払金 3,161 3,419 

売上債権 4,879 4,055 未払法人税・消費税等 1,614 1,002 

流動資産 16,126 15,493 受入入居保証金 861 873 

有形固定資産 15,068 14,609 有利子負債（うちリース債務） 16,736（2,197） 15,724（2,116） 

無形固定資産 1,084 898 負債 25,770 24,113 

投資その他 5,431 5,366 純資産 11,940 12,253 

固定資産 21,584 20,873 負債・純資産合計 37,711 36,367 

＊単位：百万円。 

 

22/5 期上期末の総資産は前期末比 13 億 43 百万円減の 363 億 67 百万円となった。 

流動資産は前期末比 6 億 33 百万円減の 154 億 93 百万円、おもに受取手形、売掛金及び契約資産（売上債権）の減少 8 億 23

百万円等によるもの。 

固定資産は前期末比 7 億 10 百万円減の 208 億 73 百万円、おもに子育て支援サービス事業における新規開園等に伴う有形

固定資産の増加の一方で、減価償却費等から 4 億 59 百万円、のれんの償却 2 億 22 百万円等によるもの。 

流動負債は前期末比 5 億 4 百万円減の 107 億 10 百万円、おもに、未払法人税等の減少 5 億 32 百万円等によるもの。 

固定負債は前期末比 11 億 52 百万円減の 134 億 3 百万円、おもに、長期借入金の減少 10 億 62 百万円等によるもの。 

純資産は前期末比 3 億 12 百万円増の 122 億 53 百万円、おもに親会社株主に帰属する四半期純利益の計上 10 億 24 百万

円、配当金の支払 6 億 68 百万円等によるもの。 

自己資本比率は前期末比 2.0 ポイント増の 33.7％となった。 

 

３．2022 年 5 月期業績予想 

（１）連結業績 
 21/5 期 実績 構成比 22/5 期 予想 構成比 前期比 

売上高 54,274 100.0% 57,500 100.0% +5.9% 

 子育て支援サービス 26,396 48.6% 28,300 49.2% +7.2% 

 総合人材サービス 20,301 37.4% 21,500 37.4% +5.9% 

 介護関連サービス 7,252 13.4% 7,400 12.9% +2.0% 

 マルチメディア他 323 0.6% 300 0.5% -7.3% 

営業利益 3,610 6.7% 3,800 6.6% +5.3% 

経常利益 5,341 9.8% 5,500 9.6% +3.0% 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
3,262 6.0% 3,300 5.7% +1.2% 

＊単位：百万円 

 

22/5 期は 5.9％増収、3.0％経常増益を見込む 

通期予想に修正はなく、22/5 期は売上高が前期比 5.9％増の 575 億円、経常利益は同 3.0％増の 55 億円を見込む。 

セグメント別売上高は、子育て支援サービスが前期比 7.2％増の 283 億円、総合人材サービスは 5.9％増の 215 億円、介護関

連サービスは 2.0％増の 74 億円を計画する。 

コロナ禍にあって見通しのつかない不透明な環境。同社にとっては、運営する各事業の社会的意義・社会的責任の大きさを再

認識するきっかけとなった。待機児童・女性活躍・人材不足・雇用創出・介護離職等、運営する事業それぞれがこれらの社会課

題と密接に関連している。だからこそ、その提供価値の質を高め事業を拡大することが、社会課題の解決ひいては持続可能な 

社会の実現に寄与するものと同社では確信している。 

今後もグループ理念である「...planning the Future～人を活かし、未来を創造する～」に基づき、真に世の中から必要とされる「な
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くてはならない企業グループ」を目指し、子育て支援サービス事業、総合人材サービス事業、介護関連サービス事業において、

高品質のサービスを提供していく考え。また同時に、多様な人々の「働く」を支援し、実現させることにより、少子高齢化社会に

おける就業人口の増加に注力する。 

配当についても修正なく、中間配当金として１株当たり 26.00 円、期末配当金として１株当たり 26.00 円、年間で前期比2.00 円増

配となる 52.00 円/株を予定している。 

 

（２）事業別の市場動向と戦略 

～子育て支援サービス～ 

概要 

➢祖業である総合人材サービスでの子育てによる女性離職に問題意識あり 

➢資本参加前と比較すると 14 年で売上約 14 倍に伸長 

➢営業利益でも連結化の 16/5 期：▲40 百万円から 21/5 期：21 億 18 百万円と大幅改善 

➢首都圏中心に 383 施設運営、預かり児童数：10,700 名超、売上業界 2 位 

強み・特徴 

➢採用力：人材部門とのシナジー・研修コンテンツの横展開による人材育成 

➢ドミナント：首都圏中心に展開、柔軟な勤務地選択による働きやすさ確保 

➢スケールメリット：多施設展開によるコスト低減・多様なキャリア提示 

➢施設立地：不動産開発業者との緊密なリレーションによる高い開発力 

市場規模・動向 

➢市場規模は 2.9 兆円 

➢新子育て安心プラン・・・24 年までに 14 万人分の保育の受け皿整備。 

➢待機児童問題・・・減少傾向も首都圏は依然として問題は深刻。 

➢都道府県別人口･･･総人口は減少するも、首都圏の人口は増加予想。 

➢多数乱立業界・・・・今後統合が加速する見込み。 

戦略 

 

（同社資料より） 

 

新規園開設 
➢ 受託・公的問わず積極的に運営検討 

➢ 22/5 期は認可保育園 11 ヶ所の開設を予定 

ＤＸ戦略 
➢ 自社アプリ「ナナポケ」の開発を推進 

➢ 業界のＤＸ推進と補助金以外の収益の柱を確保 

Ｍ＆Ａ 
➢ 業界最大手クラスの同社でもシェア 1％の多数乱立業界 

➢ 自律的成長の他にＭ＆Ａの実施によるシェア拡大を狙う 

 

～総合人材サービス～ 

概要 

➢同社グループの祖業であり携帯電話販売代理店向け人材派遣でスケール 

➢全国に 14 の営業拠点を展開 

➢稼働スタッフ数：9,000 名以上、取引先企業数：600 社以上 

➢人材業界（営業・販売支援人材ビジネス部門）におけるシェア：第 3 位 
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強み・特徴 

➢育成ノウハウ：無資格・未経験の求職者を戦力化してきた独自のノウハウ 

➢業界特化：成長市場かつエッセンシャルな業界に特化 

➢取引先数：業界特化型にも関わらず多くの取引先を抱えることでの安定性 

➢グループシナジー：保育・介護事業との連携による専門性獲得 

市場規模・動向 

➢市場規模は 2.7 兆円 

➢モバイル・・・第 4 のキャリア参入による市場活性化 

➢物流・製造・・・EC の伸長による旺盛な人材需要 

➢建設・・・2025 年度に不足する人材は 47～93 万人を予測 

➢介護外国人材・・・2025 年に 32 万人の介護人材不足が想定 

戦略 

 

（同社資料より） 

 

物流・製造 
➢今年度も既に大型物流施設稼働が確定 

➢施設稼働に伴い施設あたり百人単位で人材投入 

介護・建設 
➢介護業界に対しては外国人材の紹介を更に拡大 

➢建設業界向け紹介は育成型モデルの構築を推進 

外国人材 
➢感染症収束後の本格事業化に向け営業強化 

➢介護の他に外食・宿泊・飲食料品製造業界も注力 

 

～介護関連サービス～ 

概要 

➢神奈川・東京を中心に 25 施設を展開、利用者数：約 1,400 名 

➢主に介護付き有料老人ホームを運営（25 施設中 16 施設） 

➢買収後、人材部門とのシナジー発揮し入居率は 60％台から 90％超へ改善 

➢連結化の 14/5 期：▲2 億 17 百万円の営業利益は 21/5 期で 3 億 47 百万円まで伸長 

強み・特徴 

➢看取り介護：医療連携に強み、ほぼすべての施設で看取り介護が可能 

➢24 ナース：施設によっては 24 時間 365 日の看護師によるサポート実施 

➢採用力：人材部門とのシナジーによる職員確保、充実したサポートを実現 

➢施設立地：保育事業における施設開発力の横展開、首都圏中心の施設展開 

市場規模・動向 

➢市場規模 1 兆円 

➢高齢化率の増加・・・総人口あたりの 65 歳以上割合は増加見込み 

➢大都市での高齢化・・・高齢化は特に大都市圏で顕著に増加を予想 

➢都道府県別人口・・・総人口は減少するも、首都圏の人口は増加予想 

➢介護人材不足・・・2025 年に 32 万人の介護人材不足が想定 
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戦略 

 

（同社資料より） 

 

新規施設開設 

Ｍ＆Ａ 

➢年間 3～5 施設を目標に首都圏で開設を検討 

➢同時に積極的なＭ&Ａも実施し事業規模を拡大 

介護人材確保 
➢総合人材サービスとのシナジーを発揮 

➢人材確保によって他社との差別化を鮮明にする 

人材部門との連携 
➢施設での外国人材受け入れを推進 

➢外国人材事業拡大に備えノウハウを蓄積 

 

 

４．今後の注目点 

上期は経常減益だったが、営業利益は 18.2％増と 2 桁増益、過去最高益である。売上高の通期予想に対する進捗率は 47.2％

だが、同社は元々下期偏重。実績ベースの進捗率は 21/5 期で 48.1％、20/5 期で 48.4％だった。子育て支援サービス事業に

おいて認可保育園をはじめ受託保育・学童・児童館等の全方面で積極的な事業を展開。利益面においては前期までに赤字基

盤の精査が完了、当期は保育園が通常稼働となったが、２Q ではそのコストを吸収し再び増益ペースに戻すなど、グループの

業績を牽引している。なお、認可保育園は４月に 11 ヶ所の開設が予定されている。受託保育、学童・児童館は 22/5 期上期末

時点で 12 ヶ所の受託が決定している。総合人材サービス事業では目先は物流・製造業界が大幅に伸びているが、新型コロナ

が収束に向かえば好採算のイベント関連が伸びるだろう。中期的には同社が「第 4 の柱」と位置付けた外国人材の活用が期待

される。介護関連サービス事業では、年間 3～5 施設の開設を目指している。来期は新たな認可保育園の収益貢献と、総合人

材サービスでは物流･製造、建設が引き続き伸びることが期待される。介護関連サービスでも、一時の停滞状態は脱しつつあ

る模様。中期経営計画はレンジによる計画だが、EPS では 200～250 円程度が想定される。 

このところ、投資家から SDGｓへの対応について要求が強まっている。同社の各事業は持続可能な社会の実現に繋がるもの

であり、SDGｓや ESG 投資にはまさに格好の対象。個人投資家に対しても増配だけでなく、株主優待などを通して還元し好評を

得ており、同社株主にとっては「手放しにくい」存在ともいえよう。 

株価水準については、PER は約 10 倍と、東証 1 部平均（14 倍）を大きく下回っており、中期計画における利益水準を考慮して

も割安といえそうだ。  
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＜参考：コーポレート・ガバナンスについて＞ 

◎組織形態及び取締役、監査役の構成 

組織形態 監査等委員会設置会社 

取締役 7 名、うち社外 3 名 

 

◎コーポレート・ガバナンス報告書  更新日： 2021 年 12 月 27 日 

 

基本的な考え方 

当社は、「…planning the Future～人を活かし、未来を創造する～」をグループ理念とし、人生のどの段階においてもなくてはな

らない企業集団を目指しており、コーポレート・ガバナンスへの取組みを重要な経営課題として認識しております。これを実現

するために、当社グループの役員、従業員及びサービス利用者が、常に公正で機能的な行動をとることができるよう、持株会

社体制であることを活かし、コンプライアンス体制を持株会社に集約し、持株会社の機能をグループ全体の経営管理に集中さ

せることにより、グループ全体のコーポレート・ガバナンスの強化を図っております。 

 

 

１．株主の権利・平等の確保 

株主総会における議決権をはじめとする株主の権利が実質的に確保されるよう、適切な対応を行っております。 

 

２．株主以外のステークホルダーとの適切な協働 

当社のグループ理念に基づき、行動規範や行動原則を遵守し、サービス利用者、クライアント、株主、従業員等全てのステーク

ホルダーの皆様に対し誠実に行動することにより、継続的に企業価値を拡大してまいります。 

 

３．適切な情報開示と透明性の確保 

法令に基づく情報開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報や非財務情報の提供にも積極的に取り組んでまい

ります。 

 

４．取締役会等の責務 

取締役会は、グループの経営の基本方針や戦略の策定、事業会社の管理・監督を行っており、グループ全体における業務の

意思決定及び取締役会による業務執行を監督する機関として位置付け、運営しております。なお、社外取締役は、経営規律の

強化を図るとともに、透明性をより一層高める役割を担っております。 

 

５．株主との対話 

グループの企業価値の極大化のため株主との対話を重視しており、株主からの対話の申し込みに対しては随時対応しており

ます。株主との対話は、IR 担当部署、IR 担当役員、経営陣幹部が必要に応じて行っております。 

 

 

コーポレート・ガバナンス・コード各原則の実施について 

＜実施をしないコード：3 項目、そのおもな原則＞ 

 

【補充原則１－２－４】 

当社では現在、議決権電子行使プラットフォームの利用は行っておりませんが、2022 年８月開催予定の定時株主総会より利用

する予定です。 

 

【補充原則３－１－３】 

（１）サステナビリティについての取組み、人的資本等についての取組み 

当社グループは、各事業が社会課題の解決に直結しており、「事業拡大自体が持続可能な社会の実現」に繋がっていると考え

社会と共に持続的に成長したいと考えています。  

当社は、ホームページのサステナビリティページにて当社グループの ESG に関する取組みを開示しています。 
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（２）気候変動に係るリスクや収益機会が自社に与える影響等について 

当社グループは、現在のところ、気候変動問題が事業活動に重大な影響を及ぼすこと、また、事業活動により気候変動に対し

重大な影響を及ぼすことは想定されないため、TCFD に基づく開示等は行っておりません。一方で、気候変動への取組みとし

て、「再エネ 100 宣言 RE Action 」に参加し 2050 年までに事業活動で消費する電力の 100％を再生可能エネルギーに転換

することを目標に設定し、当社ホームページに公表しています。 

今後、気候変動に係るリスク及び収益機会が将来の事業活動や収益等に与える影響について、必要なデータの収集・分析等

を進めるとともに、事業活動による気候変動への影響を抑制すべく、必要な対応を実施していく予定です。 

 

【補充原則４－10－１】 

当社は、任意の独立した諮問委員会を設置しておりませんが、取締役候補の選任や取締役の報酬については、取締役会の決

議に先立ち、独立社外取締役に対し説明を行い、適切な助言を得ております。このように、取締役候補の選任や取締役の報酬

について、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ていることから、これらに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責

任は十分担保されているものと考えております。 

 

 

＜コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づくおもな開示＞ 

 

【原則１－４】 

政策保有株式につきましては、企業価値向上におけるシナジーが認められると判断した場合に限り、当該株式の政策保有に

ついて検討いたします。現在、政策保有している株式については保有意義があることを確認しております。また、当該株式の

議決権の行使については、当該会社の企業価値向上及び当社への影響を勘案し、議案に対する賛否の意思表示を行うものと

いたします。 

 

【原則２－６】 

当社では、コーポレートガバナンス・コードが想定している基金型・規約型の確定給付年金及び厚生年金基金を制度として導入

していないため、アセットオーナーには該当していません。 

 

【原則５－１】  

・当社は、当社グループの IR 活動全般を行う IR 担当役員と IR 担当部署を設置し、株主との建設的な対話の促進を図っており

ます。 

・情報開示については、基本的な考え方をまとめた「ディスクロージャー・ポリシー」を定め、これに則り、公正かつ適時・適切な

開示に取り組んで おります。 

・ディスクロージャー・ポリシーについては、当社 HP（https://www.like-gr.co.jp/ir/policy.html）において開示しております。 

・IR 活動の詳細につきましては、本報告書の「株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況」の２．に記載のとおりであり

ます。  

 

東証コーポレート・ガバナンス情報サービスより：https://www2.tse.or.jp/tseHpFront/CGK010010Action.do?Show=Show  

 

 

本レポートは、情報提供を目的としたものであり、投資活動を勧誘又は誘引を意図するものではなく、投資等についてのいかなる助言をも提供す

るものではありません。また、本レポートに掲載された情報は、当社が信頼できると判断した情報源から入手したものですが、当社は、本レポート

に掲載されている情報又は見解の正確性、完全性又は妥当性について保証するものではなく、また、本レポート及び本レポートから得た情報を

利用したことにより発生するいかなる費用又は損害等の一切についても責任を負うものではありません。本レポートに関する一切の権利は、当社

に帰属します。なお、本レポートの内容等につきましては今後予告無く変更される場合があります。投資にあたっての決定は、ご自身の判断でな

されますようお願い申し上げます。 

Copyright(C) Investment Bridge Co.,Ltd. All Rights Reserved. 

 

ブリッジレポート（ライク：2462）のバックナンバー及びブリッジサロン（ＩＲセミナー）の内容は、www.bridge-salon.jp/ でご覧にな

れます。 
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同社の適時開示情報の他、レポート発行時にメールでお知らせいたしま

す。 

>> ご登録はこちらから 

 

ブリッジレポートが掲載されているブリッジサロンに会員登録頂くと、 

株式投資に役立つ様々な便利機能をご利用いただけます。 

>> 詳細はこちらから 

 

投資家向け IR セミナー「ブリッジサロン」にお越しいただくと、 

様々な企業トップに出逢うことができます。 

>> 開催一覧はこちらから 

  

https://www.bridge-salon.jp/?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462
https://www.bridge-salon.jp/tekiji/alert_mail.php?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462
https://www.bridge-salon.jp/faq/membership.html?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462
https://www.bridge-salon.jp/salon_guide_rf/?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462
https://www.bridge-salon.jp/tekiji/alert_mail.php?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462
https://www.bridge-salon.jp/faq/membership.html?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462
https://www.bridge-salon.jp/salon_guide_rf/?utm_source=report&utm_medium=referral&utm_campaign=2462

